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Ⅰ はじめに 

 

東京都では、食品製造から卸売業、小売業までの各事業者団体、消費者団体、

有識者が一堂に会して食品ロスの削減策について検討を行い、連携・協働を進

めていくことを目的とした「東京都食品ロス削減パートナーシップ会議」を設

置した。 

これまで、賞味期限の長い加工食品や外食産業等の食品ロス削減策について

議論を重ね、キャンペーンなどの機会を通じて具体的な協働を図ってきた。 

そこで、パートナーシップ会議における議論を整理し、事業者、消費者、行

政・ＮＰＯ等が自主的かつ連携して食品ロス削減に取り組む方向性を明示する

ため、提言として意見を取りまとめた。 

 

 

 

Ⅱ 食品ロスの現状 

 

国によると、日本で１年間に発生した食品ロスは約 643 万トン（平成 28 年

度）と推計されており、この量は国連世界食糧計画（ＷＦＰ）による食糧援助

量（約 380万トン）の 1.7倍に相当する。 

また、国民 1 人当たりに換算すると、1 日約 139ｇ（お茶碗 1 杯分のご飯の

量）のまだ食べられる食品を廃棄していることになる。 

 

農林水産省・環境省推計 

家庭系 

291万トン 

食品製造業 

137万トン 

外食産業 

133万トン 

年間食品ロス 

643万トン 

(平成28年度) 

食品卸売業 

16万トン 

食品小売業 

66万トン 

事業系 

352万トン 
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Ⅲ ＳＤＧｓ－持続可能な開発目標－と食品ロス削減 

 

 2015年 9月に国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030

アジェンダ」では、貧困を撲滅し、持続可能な世界を実現するために 17

のゴール（目標）が設定された。 

 

 食品ロスについては、目標 12「持続可能な消費と生産のパターンを確保

する」において、「2030年までに小売・消費レベルにおける世界全体の一

人当たりの食料の廃棄を半減させ、収穫後損失などの生産・サプライチェ

ーンにおける食料の損失を減少させる」としている。 
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Ⅳ 食品ロスの削減の推進に関する法律の概要 

 

「食品ロスの削減の推進に関する法律」（略称 食品ロス削減推進法）が、令

和元年 5月 31日に令和元年法律第 19号として公布された。 

本法律は、食品ロスの削減に関し、国、地方公共団体、事業者等の責務等を

明らかにするとともに、基本方針の策定その他食品ロスの削減に関する施策の

基本となる事項を定めること等により、食品ロスの削減を総合的に推進するこ

とを目的としている。 

また、基本的な視点として、①国民各層がそれぞれの立場において主体的に

この課題に取り組み、社会全体として対応していくよう、食べ物を無駄にしな

い意識の醸成とその定着を図っていくこと、②まだ食べることができる食品に

ついては、廃棄することなく、できるだけ食品として活用するようにしていく

ことが明記された。 

 

 

 

（地方公共団体の責務） 

第４条 地方公共団体は、食品ロスの削減に関し、国及び他の地方公共団体と

の連携を図りつつ、その地域の特性に応じた施策を策定し、及び実施す

る責務を有する。 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、その事業活動に関し、国又は地方公共団体が実施する食品

ロスの削減に関する施策に協力するよう努めるとともに、食品ロスの削

減について積極的に取り組むよう努めるものとする。 

（消費者の役割） 

第６条 消費者は、食品ロスの削減の重要性についての理解と関心を深めると

ともに、食品の購入又は調理の方法を改善すること等により食品ロスの

削減について自主的に取り組むよう努めるものとする。 

（関係者相互の連携及び協力） 

第７条 国、地方公共団体、事業者、消費者、食品ロスの削減に関する活動を

行う団体その他の関係者は、食品ロスの削減の総合的かつ効果的な推進

を図るため、相互に連携を図りながら協力するよう努めなければならな

い。 

 

各主体の責務と連携について（法律抜粋） 
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Ⅴ 各主体の自主的な行動及び連携の促進に向けた提言 

  本提言では、きめ細かな食品ロス対策を推進するため、次の概略図のとお

り、食品流通過程に応じた、事業者、消費者、行政・ＮＰＯ等の各主体の食

品ロス削減に向けた取組について、現状及び課題を整理し、具体的なパート

ナーシップ会議での主な意見と取り組むべき方向性を示す。 

 

 

  

＜概略図＞ 
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【事業者編】 

＜提言１＞ 食品の未利用をなくす消費機会の確保 

（１）現状と課題 

現在、日本で１年間に発生した食品ロスの約 643万トンのうち、食品関連事

業者から発生した食品ロスは約 352万トン（平成 28年度）と推計されている。 

一方で、平成 28 年度農林水産省食品産業リサイクル状況等調査委託事業「国

内フードバンクの活動実態把握調査及びフードバンク活用推進情報交換会実

施報告書」によると、フードバンク 45団体の食品取扱量の合計は 4339.5トン

（平成 27 年）に止まっているため、フードバンク等へ食品を提供することに

より消費機会を確保する余地は十分あると言える。 

また、食品ロスを削減する上で、まず、製造・流通段階での発生抑制に努め

ることが重要であるが、それでも消費者に提供されない食品は発生してしまう。 

最近では、商品自体に問題はないが出荷ができない食品を販売者・消費者の

理解のもとインターネットで販売するサイトなど民間でのサービスも開始さ

れている。こうしたサービスを活用することにより、廃棄から消費への転換を

図っていく必要がある。 

 

 

  

1000

2000

3000

4000

5000

平成25年 平成26年 平成27年 

4,183.7 

4,679.1 
4,339.5 

＜フードバンク食品取扱量＞ 

トン 

＜フードバンクを活用した食品提供の流れ＞ 
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（２）主な意見 

 
 

（３）方向性 

 ○  発生抑制に努めた上で、それでも消費者に提供されない食品については、

フードバンク等を積極的に活用し、徹底して未利用食品の有効活用を図る

べき 

 ○  販売の際に調理や保存等に関する情報を提供するなど、食品ロス削減に

向けた更なる工夫をするべき 

 ○  賞味期限が近いなどの商品をインターネットで販売するサイトの利用

も検討するべき 

  

（フードバンクの活用について） 

 フードバンクへの寄付を今以上に促進するためには、食品の衛生管理に

十分注意する必要がある 

 

（販売手法等の工夫について） 

 売り方の好事例（調味料と生鮮品を絡めて販売するといった手法等）を

活用し、販売の際の食品ロス削減に役立てるべき 

 買物の際に店頭に調理法や保存方法に関する情報があると、消費者も安

心して買物ができ、家庭での食品ロスを減らしていける 

 売れるものにしっかり絞り込んで製造することが食品ロス削減に向けて

必要 

 期限間近の食品の販売が更に促進されれば、消費者も買いやすくなる 
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＜提言２＞ 新たなビジネスモデルを活用した食品ロス削減の推進 

（１）現状と課題 

ＰＣやスマートフォンのアプリを活用し、消費者個人にきめ細かい情報を提

供する新しいサービスや気象情報やＰＯＳデータ等を用いた需要予測システ

ムが台頭し、食品ロスの削減にも資するビジネスモデルが登場している。 

また、経済産業省は、在庫の可視化や食品ロスの削減などの社会課題の解決

を目指し、平成 30 年度にＲＦＩＤ（電子タグ）を用いた情報共有システムの

運用の実験をするなどの動きも見られる。 

 

 

 

 

こうした製品・サービスを積極的に活用することは、食品の売れ残り予防や

ダイナミックプライシングによる賞味期限が迫った食品を手間なく割引でき

るなど、食品ロス削減への効果が期待されるが、企業の需要予測システムの導

入コスト等の課題がある。 

  

東京都食品ロス抑制のためのＩＣＴを用いた情報共有の実証事業 

＜一般財団法人日本気象協会「売りドキ予報」当日予報画面イメージ＞  
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（２）主な意見 

 

 

（３）方向性 

 ○  ＡＩ等を用いた販売・来客予測を活用し、過剰な生産や発注等を防止す

るべき 

 ○  賞味期限が近くなった商品購入者へのポイント付与を実施するなど、期

限間近の商品の販売を促進するべき 

  ○  食品に電子タグを付けて在庫管理する手法の将来的な導入も視野に入

れるべき 

  

（需要予測について） 

 気象情報や販売データ等のビッグデータを活用して、食品ロス削減に取

り組むべき 

 需要予測の活用による食品ロス削減を徹底するため、気象情報の精度を

高める必要がある 

 気象情報や消費者動向等の情報がより細かい地域や店舗形態に合わせて

分析されるなど精度の高い予測が求められる 

（新たなビジネスモデルについて） 

 期限間近の商品を買うことで割引や寄付が行われる仕組みなどを活用

し、食品ロス削減に努めるべき 

 経済産業省が電子タグを用いた情報共有システムの実験を行うなど、電

子タグの活用が将来的に見込まれるので、食品ロス削減に向けて活用を

検討すべき 
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＜提言３＞ 食品サプライチェーンが協力した取組の推進 

（１）現状と課題 

農林水産省が公表している食品ロス削減に向けた小売事業者の納品期限緩

和の取組によると、コンビニエンスストアや総合スーパー等を中心に飲料及び

賞味期限 180日以上の菓子等について、納品期限緩和の取組が一定程度進んで

いる。 

一方、納品期限の緩和に取り組んでいる企業の年間売上業態別シェアは、総

合スーパー:売上シェア 81％（10社）、食品スーパー：売上シェア 16％（19社）、

コンビニエンスストア：売上シェア 93％（8 社）となっており、更なる納品期

限の緩和に向けて取り組む企業の拡大が課題となっている。 

＜食品製造業、卸売・小売業における商慣習（３分の１ルール）＞ 

 

 

また、卸の汎用倉庫では、店舗ご

とに棚を設けていないので、納品期

限の最も厳しい小売店を基準にして、

全ての在庫を管理せざるを得ず、フ

ードチェーン全体で食品ロス削減効

果が発揮できていない状況にある。 

 

 

 

 

 

 

  

農林水産省「食品ロス及びリサイクルをめぐる情勢」 

農林水産省「食品ロス及びリサイクルをめぐる情勢」 
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（２）主な意見 

 

 

（３）方向性 

 ○  納品期限の緩和やそれに伴う物流センターでの緩和された期限での在

庫管理が行われるなど、食品サプライチェーン全体で食品ロス対策を実施

するべき 

 ○  未利用食品の廃棄をなくすため、サプライチェーン全体での情報共有を

徹底するべき 

 ○  商慣習の見直しや食品ロスの削減に取り組んでいる状況を消費者にも

啓発し、併せてその削減効果なども発信していくことで、一層の取組を推

進するべき 

  

（情報の共有化等について） 

 メーカー、卸、小売が情報共有をし、在庫を減らす、余りを作らない等

の工夫をするべき 

 卸が抱える納品期限が近い商品等の在庫情報を共有することで、未利用

食品の廃棄を防ぐべき 

（納品期限の見直しについて） 

 賞味期限が長い加工食品の一部については、更なる納品期限の緩和に努

めるべき 

 汎用倉庫では最も短い納品期限に全企業の納品期限を合わせる管理手法

を取っているため企業が一斉に緩和する必要がある 

 バラバラに納品期限を緩和すると、率先して納品期限を緩和した企業に

古い食品が集まる可能性があるため、一斉に緩和する必要がある 
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【消費者編】 

＜提言４＞ 売れ残りや食べ残しを防ぐ賢い消費選択 

（１）現状と課題 

まだ食べられるが、閉店間際や商品入れ替え時など、店舗のオペレーション

上廃棄せざるを得ない料理について、価格や引き取り期限をユーザーに情報発

信し、店舗に取りに来てもらう仕組みを提供するアプリなどのサービスが登場

しており、売れ残りの防止に向けてそうしたサービスの利用拡大が今後求めら

れる。 

また、平成 29 年度に都が実施した消費者アンケート調査によると、外食時

の食べ残しを持ち帰りについて、「できれば持ち帰りたい」との回答が最も多

く約 5割を占め、次いで、「店側が持ち帰りを勧めてくるならば持ち帰りたい」

との回答が多かった。 

食べ切れなかった料理を持ち帰ることができるドギーバッグの活用は、自己

責任による持ち帰りが原則であるが、食べ残しを防止する上で効果的である。 

一方、持ち帰りに伴う衛生面や店舗での利用可否が分からないなどの課題が

残っている。 

 

＜消費者アンケート調査＞ 

問：外食時の食べ残しの持ち帰りについて 

 

 

  

ドギーバッグ普及委員会 

50.6

34.7

21.3

4.7

10.4

0.5

0 10 20 30 40 50 60

できれば持ち帰りたい

店側が勧めてくるならば持ち帰りたい

持って帰ってもよい

持って帰ってまで同じものを食べたくない

衛生的な面で抵抗がある

その他

n=1299

(%)

＜飲食店用お持ち帰りステッカー＞ 

平成 29年度東京都「家庭系食品ロス発生要因等調査」 
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（２）主な意見 

 
 

（３）方向性 

 ○  スマートフォン配信を活用した売り切り情報の入手など、食品ロスの削

減に繋がる積極的な消費行動をとるべき 

 ○  持ち帰りに関する正しい知識や理解のもと、ドギーバッグの活用を促進

するべき 

 ○  賞味期限の近い商品の選択や小盛メニューの選択など必要な物や量を

見極めた上で、消費行動をするべき 

  

（消費行動について） 

 食品ロス削減に向けて、必要な物を見極めて購入すべき 

 消費者の積極的な行動が食品ロス削減に向けたサプライチェーン全体

の取組に繋がる 

  

（外食の持ち帰りについて） 

 持ち帰りは自己責任だが、持ち帰り時に、期限の目安を提示するなどの

一定のルールの基に実施されるべき 

 食べ残しに対する観点も重要だが、それ以前に注文時に食事の量を考え

るべき 

 消費者の方からニーズを醸成してやっていくことが大事だが、少数派だ

と、食べ残しを持ち帰ること自体を変な目で見られてしまうことがある 

 ドギーバッグの活用促進に向けて、利用方法や衛生面での理解を深める

必要がある 

 ドギーバッグの活用が進むなど持ち帰り文化が更に醸成されるべき 
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＜提言５＞ 家庭における食品ロスの予防 

（１）現状と課題 

日本で１年間に発生した食品ロス約 643 万トンのうち、一般家庭から発生し

た食品ロスは約 291 万トン（平成 28 年度）と推計されており、全体の約半分

は家庭から発生している。 

そのような状況の中、必要以上の買物、保管したまま期限切れ、不必要品の

贈呈などから発生する食品ロスの削減を促進していかなければいけない。 

また、平成 29年度に都が実施した消費者アンケート調査においても、「買い

物に行く前に家にある食品を確認する」との回答は 62％で最多だったが、「買

い物時に、商品を奥の方から取るなどして、より期限が長いものを選択する」

との回答が 41％と 3番目に多いことからも、食品ロスを意識した消費行動の浸

透が課題となっている。 

 

＜消費者アンケート調査＞ 

問：食品を購入する際、どのようなことに留意しているか。 

 

  

62.1

39.1

41.5

20.6

41.3

27.6

19.3

22.0

26.6

32.7

39.0

39.7

14.2

23.6

14.2

14.0

7.0

0 10 20 30 40 50 60 70

買い物に行く前に、家にある食品・食材を確認する

買い物に行くときには、買い物リストを作る

店で買い物をしながら、その日の献立を考える

家にある食品と同じものを、うっかり買ってきてしまう

棚の奥から商品を取るなど、期限がより長いものを買う

少量で足りる場合でも、割安であればまとめ売りを買う

少し割高でも、2分の１カットなどの少量販売を買う

量が多いと感じて買うのを控えることがある

以前食べきれなかった食品の購入には慎重になる

閉店前の値引きされている商品をよく買う

チラシや特売でお買い得となっている商品をよく買う

よく使う商品・食材は、いつでも使えるよう常備している

「数量限定」「期間限定」の食品をつい買ってしまう

一週間程度の食品をまとめて買うことが多い

お弁当などは、食べきれる量かを基準にする

ほぼ毎日買い物に行き、その日必要なものを買う

どれにも当てはまらない

(%)

n=1299

平成 29年度東京都「家庭系食品ロス発生要因等調査」 
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（２）主な意見 

 

 

（３）方向性 

 ○  消費者が賞味期限と消費期限の違いや、食品の保存方法などに関する正

しい知識を持つことによって、調理されずに捨てられる直接廃棄を防止す

るべき 

 ○  個々のライフスタイルにより食品ロス削減に関する必要な情報は異な

るため、インターネットや書籍等を活用し積極的な情報把握に努めるべき 

 ○  期限間近の商品の購入や、買物前のストックチェックの習慣化など食品

ロス削減に資する消費スタイルへ転換していくべき 

  

（理解の促進について） 

 賞味期限や消費期限等に関して消費者の理解が更に促進されるべき 

 家庭における食品ロス削減に向けて、インターネットや書籍などの有用

な情報を積極的に活用するべき 

 

（消費スタイルの転換について） 

 利用時期によっては、期限が近い商品を積極的に購入する消費スタイル

が定着されるべき 

 食品ロス削減に向けて、賞味期限間近の商品を買うことが格好いい、楽

しいといった消費者の機運が醸成されるべき 

 ライフスタイルの変化や、食文化をつくるといった観点から食品ロスを

捉えて行動するべき 
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【行政・ＮＰＯ等編】 

＜提言６＞ 事業者との連携及び取組支援 

 

（１）現状と課題 

食品ロス削減に向けて需要予測に応じた生産・発注の管理、包装容器の技術

開発による賞味期限の延長、ＩＣＴを用いた新しい技術開発など、個々の事業

者の取組は一定程度進んでいる。 

また、自治体と飲食店等が連携し、食べ残しの削減等に取り組む店舗を登

録・紹介する「食べきり協力店」の実施も図られている。 

「今後の資源循環施策に関する区市町村と都との共同検討会」において都が

実施したアンケート調査では、約 30％の自治体で食べきりを推奨する飲食店や

小売店の登録を実施しており、更なる取組の広がりが課題である。 

それらの取組がより一層促進されるよう、情報提供や意見の交換を徹底する

など、事業者との連携を強化していく必要がある。 

 

 
  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計 

島嶼地域 

多摩地域 

特別区 

29% 

0% 

17% 

57% 

71% 

100% 

83% 

43% 

1.実施している 2.実施していない 

＜区市町村食品ロス対策等アンケート（令和元年度）＞ 

問：食べきりを推奨する飲食店や小売店の登録の実施について 

今後の資源循環施策に関する区市町村と都との共同検討会 
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（２）主な意見 

 

 

（３）方向性 

 ○  事業者と連携して削減に向けた取組を更に推進するとともに、食品ロス

の発生状況や傾向などを把握し、その実態に応じた対策を実施するべき 

  ○  新しいアイデアの普及を後押しするとともに、自らも積極的にそのアイ

デアを有効活用していくべき 

 ○  食品ロスに関する先駆的な取組を広く普及することで、事業者の取組の

底上げを図るべき 

  

（企業との情報共有について） 

 事業者の食品ロス削減の取組を一層推進するため、消費者の意識の変化

を把握し、その情報を事業者へフィードバックするべき 

 食べ残しの廃棄を防ぐため、食品ロスの発生状況を調査し、結果を事業

者と共有するべき 

 

（企業との連携について） 

 新たな技術の導入に当たっては、事業者の活動がスムーズに行われるか

の視点を入れるべき 

 企業と連携し、新しい技術を開発し、賞味期限の延長等の取組を後押し

するべき 

 一社ごとではできない取組でも、地域や行政等と連携を図ることで実施

していくべき 
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＜提言７＞ 消費スタイルの転換に向けた啓発 

（１）現状と課題 

国や地方自治体において、3010運動（宴会等から出る食べ残しを削減するた

め、開始後 30分と終了前 10分は、席を立たずに食事を楽しむ運動）の促進や、

フードドライブ（家庭で余っている食べ物を持ち寄り、それらを福祉団体や施

設、フードバンクなどに寄付する活動）の実施など具体的な取組が広まってい

る。 

一方、平成 30 年度に消費者庁が実施した消費者の意識に関する調査結果に

よれば、食品ロス問題の認知度は 74.5％となっており、前回調査より認知度は

微増したものの、「あまり知らない」14.5%、「全く知らない」11.0%という消費

者もいる。 

そうした状況を踏まえ、食品ロス削減の正しい知識と理解を深め、より能動

的な行動を促していく必要がある。 

 

 

  

＜食品ロス問題の認知度＞ ＜3010運動普及啓発用チラシ＞ 

平成 30年度消費者庁「消費者の意識に関する調査」 

環境省 

環境省 
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（２）主な意見 

 

 

（３）方向性 

 ○  食品ロスに関して考えるきっかけとするイベント等の開催により個人

の消費スタイルを変えていくムーブメントを醸成していくべき 

  ○  食品ロスを気軽に知ることから本質を理解するような内容まで、対象や

理解度に応じたイベントを展開するべき 

 ○  食品ロス削減の行動を促進するため、その現状や必要性を効果的に示し

ていくべき 

  

 （啓発について） 

 消費者への啓発、ウェブサイトによる情報発信、イベントの開催等によ

り、更なる食品ロス削減を推進していくべき 

 子供たちへ食育や食べ切りの大切さを伝えることで、家庭における食品

の取組がより一層促進される 

 イベントを開催する際は、食品ロス削減の目的や効果といった本質を伝

えるべき 

 楽しく買い物や消費することで、結果として食品ロス削減に繋がるとい

うような、消費活動を抑制しない広報を展開するべき 

 総菜や生鮮品の売れ残ったものをリサイクルするプロセスを見せること

で、食品廃棄の実情を知る機会を設け、食品ロス削減を推進するべき 
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＜提言８＞ 自治体等の連携 

（１）現状と課題 

食品ロスの削減に向けては、国・都・区市町村がそれぞれ独自にイベントや

環境学習を実施するなど、地域によって取組内容に偏りが見られる。より効率

的・効果的に促進していくためには、自治体間の連携のもと、共同したイベン

ト開催や未来を担う子どもたちへの学習機会等の更なる創出が欠かせない。 

全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議会や九都県市首脳会議廃棄物

問題検討委員会といった自治体間の連携により、情報発信や共同のキャンペー

ンが図られている事例もある。 

また、行政が抱える防災備蓄食品については、有効活用し切れていないため、

賞味期限前に買い替えを実施することで有効活用することが必要である。 

 

 

 
  

＜食品ロス削減全国大会の開催＞ ＜動画「食品ロスを考えよう」の作成＞ 

主催：徳島県、徳島市、 
全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議会 

九都県市首脳会議廃棄物問題検討委員会 
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（２）主な意見 

 

 

（３）方向性 

 ○  各主体の着実な行動を促進するため事業者や消費者を巻き込んだイベ

ントを展開するべき 

  ○  子どもたちが食品ロスに関する知識や理解を学べる機会をより多く創

出するべき 

 ○  行政が抱える防災備蓄食品についても、積極的に有効活用を図るべき 

  

 （自治体の支援について） 

 食品ロス削減を効果的に進めるため、事業者、消費者も巻き込んだイベ

ントを開催するべき 

 

（教育との連携について） 

 食品ロスの実態や削減に向けた具体的な行動について、子どもたちの理

解が深まるよう取り組むべき 

 食品ロス削減を効果的に進めるため、小学生などを巻き込んで食品ロス

削減の取組を実施するべき 

 若い世代の人たちを巻き込みながら、持続可能な社会の実現に向けて、

その担い手を育てていくという観点を持つべき 

 子ども向けにＳＤＧｓも絡めながら、食品ロスについて教育していくべ

き 
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Ⅵ おわりに 

 

国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ）の推定によると、世界では、人の消費向け

に生産された食料の約 3分の 1が生産過程で喪失又は、消費段階で廃棄されて

いる。 

一方で、世界には安全で栄養がある食べ物を十分に得られていない人が数多

くいる。 

こうした問題に加え、賞味期限切れや食べ残しにより捨てられた食品の処分

等に伴い温室効果ガスが発生するなど、食品ロスは気候変動の要因にもなって

いる。 

以上のことなどからも、食品ロス削減は解決すべき喫緊の課題である。 

そのためには、各主体の自主的な行動や連携した取組が欠かせない。 

今後、事業者、消費者、行政やＮＰＯ等の各主体が食品ロス削減に向けて、

更に能動的かつ協調して取り組んでいくことが必要不可欠である。 

都においても、本提言を受け、将来を見据えた食品ロス削減の具体的な施策

を展開していくとともに、食品ロス削減推進法に規定する削減推進計画を策定

し、着実に実行していくことを期待する。 
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